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は  じ  め  に 

 

 この手引は、建設業の許可を受けようとする方及び変更届を提出する方のために、建設

業法に基づく許可の基準や申請の手続などを簡明にまとめたものです。法律の趣旨を十

分御理解の上、この手引を参考に手続を行ってください。 

 なお、申請用紙の記入漏れや添付書類の不備がある場合は受付できません。また、申請

が受け付けられた後に重要な誤りが判明するなどして申請を取り下げる場合、手数料は

返却できません。提出書類や添付書類に虚偽や不正があった場合は、法律により処罰され

ますので注意してください。 

 

 

ご 注 意 

 

○  令和２年10月１日に、建設業法及び建設業法施行規則等が改正されました。社会保

険の加入が許可の要件となり、「経営業務の管理責任者」に関する要件が変わり、許

可の承継及び相続に関する認可制度が新設されました。また、令和３年１月１日の建

設業法施行規則等の改正により、申請書類への押印が見直されています。 

 さらに、令和５年７月１日の建設業法施行規則等の改正により、一般建設業許可の

営業所専任技術者要件が緩和されています。 

 

○  申請手続の代理については、法律で行政書士又は弁護士に限られています。これら

以外の方が、業としてこれを行うことはできません。書類提出の際、身分証明書の提

示を求める場合があります。 

 

○  この手引は、国土交通省の「建設業許可事務ガイドライン」及び「国土交通大臣に

係る建設業許可及び建設業者としての地位の承継の認可の基準及び標準処理期間に

ついて」を基にまとめています。適宜参考にしてください。 

（https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/sosei_const_tk1_000002.html）  

 

○  健康保険証の写しを確認書類として提出する場合、マイナンバー部分、保険者番号、

被保険者番号や記号等を消去（マスキング等）してから提出してください。 

 

○  令和２年４月１日から都道府県経由事務が廃止されました。 

 大臣許可の各種手続については、関東地方整備局建政部建設産業第一課への直接提

出となります。【お問合せ先】関東地方整備局建設業許可担当 048-601-3151 
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